
３郡介第１０４８号 

令和３年６月１８日 

 各介護保険サービス事業所管理者 様 

 各包括支援センター所長 様 

郡山市介護保険課長  

    （ 公 印 省 略 ） 

 

   介護保険事業所における事故等報告に関する取扱いの変更について（通知） 

 

 日頃から本市介護保険事業に御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

介護サービス事業所で事故等が発生した場合、介護保険課へ事故報告書の提出をいただいていますが、令和3年3

月19日付介護保険最新情報Vol.943で介護保険施設等における事故の報告様式等について、事故報告様式の標準化

による情報蓄積と有効活用等の検討に資する観点から、標準の様式が示されました。郡山市でも、令和3年7月1

日付で事故等報告事務取扱要領を改正し、国標準様式へ変更及び運用の変更を行いますので、よろしくお取り計ら

いください。 

記 

１ 報告の対象とする事故等の内容 

 (1) 転倒、転落、誤嚥、異食、誤薬、交通事故等(以下「事故」という。)が発生し、死亡に至った場合 

(2) 事故が発生し、医師（施設の勤務医、配置医を含む）の診断を受け投薬、処置等何らかの治療が必要となっ 

た場合 

(3) 火災の発生により死傷した場合 

(4) 地震、津波、台風等の天災により死傷した場合 

(5) 長時間の所在不明（概ね24時間経過しても発見できない場合等） 

(6) 利用者等間又は職員の暴行等により、死傷した場合 

(7) 感染症又は食中毒（平成17年２月22日付け厚生労働省健康局長等通知に基づき報告が必要な場合） 

(8) その他前各号に準ずる重要な事項が発生した場合 

 

２ 報告手順及び提出書類 

(1) 事業者は上記報告対象の事故等が発生した場合は、第１報として、事故の発生後５日以内に別紙事故報告書 

（第１号様式）の少なくとも様式内の１から６の項目まで可能な限り記載して報告するとともに、必要な措置

を講じなければならない。その後の状況の変化等必要に応じて追加の報告を行うものとする。 

(2) 事業者は事故の原因分析や再発防止策等を検討し、第１報の事故報告書提出後1か月以内に事故報告書の 

７及び８の項目を記載して最終報告を行うものとする。 

(3) 事業所事故発生場所が特定できる図面、事業所の事故対応マニュアル、対応の経過が分かる資料等、必要

に応じて資料を提出するものとする。 

 (4)  今後は、電子メールでも事故報告書の受付を行います。提出の際は、介護保険課給付係宛に送付して下さい。 

送付先: kaigo-kyuuhu@city.koriyama.lg.jp 

 

３ 取扱いの適用日 

  令和３年７月１日事故報告書提出分から適用する。 

 

 

（事務担当：郡山市介護保険課 給付係   電 話：024-924-3021  ＦＡＸ：024-934-8971） 


